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3-6. 広域生活交通の役割を発揮するための諸施策 
広域生活交通の鉄道や路線バスについては、サービスの改善を通して、より一層生活に必要な交

通手段としての役割を発揮できるようになります。 
また、路線バスについてはサービスの改善を通した増客により、補助基準未達を防止し、現在

のスキームによる路線維持を図ることにも繋がります。 
なお、本計画の計画期間は 5 年間ですが、それよりも⻑期を見据え、広域生活交通の将来の在

り方についての研究も行っていきます。 
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鉄道の利用促進 
施策概要 

広域路線である鉄道の利用者増加を図るため、鉄道事業者は利便性向上を図るとともに、利
用促進に取り組みます。また、県及び沿線市町などで構成される組織を通じた取り組みも行っ
ていきます。 

 
●利用促進に向けた周知活動 

県及び沿線市町等で構成する同盟会や協議会において、チラシやガイドマップ等を作成し利
用促進に向けた周知活動を行っています。 

 
出典：中央東線高速化促進広域期成同盟会作成 
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出典：身延線沿線活性化促進協議会作成 

 
出典：小海線沿線地域活性化協議会作成 

実施主体・スケジュール 
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「高校生通学」「通院」「買い物」等の活動機会の確保に資するダイヤ改善 

施策概要 
交通弱者の生活に必要な生活交通路線は、「高校生通学」「通院」「買い物」等の活動機会の

確保に資するダイヤである必要があります。 
多くの生活交通路線は、広域路線の鉄道やバスを基幹として、すでに交通事業者が工夫を凝

らしてダイヤを設定しているものと考えられます。しかし、今後の状況やニーズの変化に対応
していくため、適宜、既存路線の延伸やルート変更、新規路線の必要性も含めた確認を行い、
必要なダイヤ改善を検討していきます。 
 
●減便していた駅と病院を往復する路線の便数が回復した例 

患者の利便性の維持を目的として、減便していた甲府駅と⼭梨県立中央病院を往復するバ
ス路線の便数が回復しました。 

 

 
出典：山梨県立中央病院ホームページ 
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●通学に合わせたダイヤ改善を行っている例 
全但バス神鍋線では、地域と鉄道駅を結ぶ通勤通学に特化した便（朝時間帯）や、買い物に

適した集落をこまめに回る便（昼時間帯）など、時間帯別に目的に特化したバス便を設定して
います。 

 

 
出典：兵庫県「但馬地域公共交通計画」（令和 4 年 3 月） 

 
 
実施主体・スケジュール 
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市町村内サービスとの結節の更なる改善 

施策概要 
各市町村内においては、異なる補助主体・運行主体による多様なサービスが、各地域で提供

され、広域路線の鉄道やバスとの接続利便性が問題となることがあります。 
それらの市町村内サービスと県が関与していく広域路線との整合性を図っていくために、

県と市町村等が連携し、市町村内サービスと広域路線との結節改善について、検討していきま
す。また、市町村においては、高齢者の免許の⾃主返納の状況等も鑑みつつ、デマンド交通を
はじめとした市町村内サービスの改善に向けた検討などを行っていきます。 
 
●広域生活交通と市町村内サービスの連携のイメージ 

広域路線（地域間幹線系統）に、市町村内サービスであるデマンド交通やコミュニティバス
などのフィーダー系統が接続することによって、広域路線の沿線地区だけでなく、これらフィ
ーダー系統の沿線地区も通学や通院が可能になります。 

 

 
出典：国土交通省中部運輸局「地域間幹線バスが地域で役立つようにするために 

〜利⽤者増加による生産性向上を目指して〜」（平成 31 年 3 月） 
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●予約制バスと路線バスが明示的に接続保証している例 
愛知県北設楽郡公共交通活性化協議会の「おでかけ北設」では、広域路線バスと域内予約バ

スの接続保証を行っています。 
 

 
出典：設楽町ホームページ 

 
実施主体・スケジュール 
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ショッピングセンター・病院・学校等の目的施設への乗り入れの更なる推進 

施策概要 
広域路線バスの中には、これまで地域間連絡を使命としてきた経緯から、沿道の目的施設へ

の乗り入れを行っていないものもあります。 
生活交通としてより使いやすい広域路線バスを中心としたネットワークを実現していくた

め、高齢者の免許の⾃主返納による需要の変化等も考慮しながら、施設乗り入れによる旅行速
度低下・コスト増という負の側面とのバランスも勘案しつつ、沿道の目的施設への乗り入れを
検討していきます。 

 
●新しい施設への乗り入れの例 

都留市では、「道の駅つる線」について、大型ショッピングセンターの開設等を受け、ショ
ッピングセンター前のバス停を新設し、地域の交通状況の変化を踏まえた利便性の向上を図
っています。 

 
出典：都留市ホームページ 

実施主体・スケジュール 
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生活交通バス路線の確保維持に係る指針等の作成 

施策概要 
生活交通バス路線の確保維持においては、路線の状況に応じて、採用するべき方策や実施主

体が異なるなど、広域か否かにかかわらず、役割分担が複雑となることがあります。したがっ
て、生活に必要な交通手段に空白を生じさせないためには、各実施主体が連携し、時間的・空
間的に切れ目のない生活交通の確保維持を図る必要があります。 

このため、⼭梨県地域公共交通協議会の場において生活交通バス路線の確保維持に係る指
針等を作成し、各実施主体が共通認識を持ち、一緒になって確保維持に取り組んでいきます。 

 
●生活交通バス路線の確保維持に係る役割分担のイメージ 

確保維持だけでなく、広域路線と市町村路線の整合性の確保などサービス改善にも努めて
いきます。 

 

 
出典：山梨県地域公共交通協議会資料 

 
実施主体・スケジュール 
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目的に応じた利用ガイド等の作成による利用促進 
施策概要 

「高校生通学」「通院」「買い物」等の目的に応じた利用ガイド等を作成することにより、広
域路線である鉄道やバスをはじめとした公共交通を利用しやすくなります。このため地域の
状況に応じた利用ガイド等の作成を検討していきます。 

 
●バスでの通学に係る利用ガイド等を作成した例 

高校別の登下校向けのバス時刻表を作成し、利便性の向上を図っています。 
 

 
出典：山梨県ホームページ 
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●鉄道での通学に係るガイド等を作成した例 
鉄道での通学を促すリーフレットの配布は、鉄道通学を考える契機となる可能性があります。 

 

 
出典：近畿運輸局ホームページ 

実施主体・スケジュール 
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分かりやすい案内の実現 
施策概要 

公共交通のうち、特に路線バスについては、普段使い慣れている方でなければ、どのバスに
乗ればよいのかが分かりにくい場合が少なくありません。 

現在も交通事業者により案内の工夫はなされているところですが、今以上に分かりやすい案
内を検討・実現し、更に使いやすい公共交通を目指していきます。 
 
●系統番号とバス路線が把握しやすい例 

仙台市では、個別の系統番号と経由する各バス停の組み合わせを図に整理し、バス停に掲示
しています。 

 
出典：仙台市交通局愛子駅バス停 

 
実施主体・スケジュール 
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情報技術の利活用による利便性の向上 
施策概要 

バスの現在地や遅延情報などの運行状況をリアルタイムで確認可能な情報提供システムであ
る「やまなしバスコンシェルジュ」が運営され、毎日の通学等で利用する路線バスの利便性向
上につながっています。 

また、これまで整備が進んでいなかったコミュニティバス等の停留所や時刻表などのデータ
整備を進め、経路検索サービスへの掲載を目指していきます。 

このようなオープンデータの更なる利活用を促進することで、最先端技術との連動等による
MaaS のサービス提供につながることが期待されます。 

なお、すでに交通事業者によって導入されている IC カードについては継続し、将来的に、IC
カードデータを活用した事業改善等への発展が期待されます。 
 
●やまなしバスコンシェルジュ 

バスの現在地などの運行状況をリアルタイムで確認することができます。 
 

 
出典：一般社団法人山梨県バス協会ホームページ 

 
 
実施主体・スケジュール 
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広域生活交通の将来を⾒据えた研究 
施策概要 

本計画の計画期間は令和 6 年度から令和 10 年度までの 5 年間ですが、今後、人口減少や高
齢化の更なる進展が見込まれるなか、広域生活交通の確保維持を図っていくためには、10 年、
15 年、更には 20 年といった、⻑期にわたる将来を見据えていく必要があります。 

このため、新たな技術や制度、運行形態の活用・導入可能性、また、まちづくりをはじめと
した他の分野との連携、更にはリニア開業による環境の変化や、人口減少等によって、これか
ら都市部や⼭間部に生じる状況の変化を把握しつつ、広域生活交通の将来の在り方について、
⻑期的な視野での研究を行っていきます。 
 
●他分野との連携事例 

国土交通省では、まちづくり分野と地域公共交通分野との連携を推進しています。 

 
出典：国土交通省ホームページ 

実施主体・スケジュール 
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市町村による公共交通利用促進施策の情報共有 
施策概要 

各市町村では、運転免許証の⾃主返納者へのタクシー券やバス乗車券の配布、身体障害者を
対象とした福祉タクシー利用への助成、多様な運行形態が選択可能なデマンド交通の導入な
ど、それぞれの状況に応じた公共交通の利用に関する様々な施策を実施しています。 

このため、地域の輸送資源の総動員に資するよう、各市町村の公共交通利用促進施策を取り
まとめ、情報共有を行っていきます。 

また、ライドシェアなどの新たな制度についても市町村と情報共有を行い、必要に応じ、そ
の活用について検討していきます。 
 
●デマンド交通の導入事例 

デマンド交通では、運行方式、運行ダイヤ、発着地の組み合わせにより、各地域の状況に応
じた多様な運行形態が可能です。 
 

 
 
 



96 
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出典：（一社）全国ハイヤー・タクシー連合会「乗合タクシー事例集（第５版）」（令和 5 年６月） 

●乗車券配布の例 
甲府市では、⾃主的に運転免許証を返納した 70 歳以上の方に対し、IC カード式バス乗車券

を贈呈しています。 

 
出典：甲府市ホームページ 

 
実施主体・スケジュール 
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